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後援名義申請書
1． シンポジウム等の名称



2． 名義の使用方法

後援　・　協賛　・　協力

3． シンポジウム等の趣旨・概要　






　　
4． 確認事項
□シンポジウム等の内容は、NEDOの事業に関係がある、もしくは、下記のNEDOの目的と合致するものである。
※NEDOの目的（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法より）
非化石エネルギー、可燃性天然ガス及び石炭に関する技術並びにエネルギー使用合理化のための技術並びに鉱工業の技術に関し、民間の能力を活用して行う研究開発（研究及び開発をいう。以下同じ。）、民間において行われる研究開発の促進、これらの技術の利用の促進等の業務を国際的に協調しつつ総合的に行うことにより、産業技術の向上及びその企業化の促進を図り、もって内外の経済的社会的環境に応じたエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに経済及び産業の発展に資することを目的とする。
□主催法人等が、営利の目的をもって設立された団体等ではない。あるいは、営利目的の団体であったとしても、意図が社会全般の利益など、公共的性格の強いシンポジウム等であり、開催等の意図で営利を目的としない。
□特定企業、特定商品・サービスの宣伝等、私益につながらない（NEDO事業成果のみの社会実装促進を除く）。

5． 誓約事項
（☑をもって誓約したこととみなします。）
【暴力団排除に係る項目】
[bookmark: _Hlk61022172]□暴力団排除にあたって、下記の項目に該当しないことを誓約いたします。
１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
２　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

【情報セキュリティに係る項目】
□下記の項目を遵守し、情報セキュリティの確保に努めることを誓約いたします。
１　シンポジウム等の開催の目的を達成するにあたって参加者の個人情報（「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）第2条に定義されるもの。）を取得するときは利用目的を本人に明示の上取得し、その利用目的の範囲で利用する。
２　シンポジウム等の運営にかかわる関係の法人等（個人、法人又は団体をいう。）の有する情報資産（シンポジウム等で得た個人情報を含む）について保護し、不正な侵入、情報漏えい、改ざん及び内部不正等が発生しないよう、十分な情報セキュリティ対策を反映した情報システムを構築し運用する。
３　シンポジウム等の運営に関係する法人等の職場及び当該シンポジウム等の開催会場では、内部不正、情報漏洩等が発生しないよう、情報資産及び情報機器の取り扱いには十分に配慮し、物理的な情報セキュリティ対策を講じる。
４　シンポジウム等の開催にあたり、主催法人等が外部から業務の供給を受ける場合（イベント運営の請負等）、外部供給者の情報セキュリティ評価や守秘義務契約の締結等により、外部供給者を適切に管理する。
５　情報セキュリティに係る障害及び事故等が発生した場合、又はその可能性がある場合、機構に報告するとともに速やかな対応及び手続きを行う。また、原因を究明し、再発防止に努める。

【安全管理体制に係る項目】
□下記の項目を満たす安全管理体制が確保されていることを誓約いたします。
1　出版物等の人が参集する恐れがない場合を除き、シンポジウム等の開催にあたり、自然災害等有事の際の対応体制及び対応マニュアルを作成し、事前に確認している。
2　飲食物の提供を行う場合、適切な衛生管理を行っている。また、ケータリング等外部から飲食物の提供を受ける場合、提供業者の衛生管理に問題がないことを確認している。

□以上の誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てない。


